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１．はじめに／移転基本計画策定の意義と位置づけ

１ 移転基本計画策定の意義と位置づけ

現在建設中の知多市役所新庁舎は令和８年１１月に竣工予定です。竣工に伴い、現庁舎等に入居している職員と膨大な文

書・物品やＯＡ機器、什器・家具類などの引越し作業を短期間に実施することが必要となります。

ついては、現庁舎から新庁舎への円滑な移転を実現し、一時的にでも市民サービスの停滞を招くことのないよう、移転に

関する基本計画を定めます。

２ 移転基本方針

(1)新庁舎への移転に際しては、市民サービス及び市の行政運営への影響を最小限にし、経済的かつ効率的な移転を実施

します。

(2)移転日程・内容については、事前に関係者への周知に努めるなど円滑かつ安全・確実に移転を実施し、市民や職員な

ど移転に関わる関係者の負担軽減を最優先とし計画します。

(3)新庁舎移転基本方針にて設定した基本方針は、次の４項目のとおりです。

①市民サービスの維持・継続（Usability：ユーザビリティ）

② 情報セキュリティと安全管理（Security＆Safety：セキュリティ＆セーフティ）

③ 新たな執務環境の構築（Comfortable：コンフォータブル）

④ 移転の最小化と経費削減（Compact：コンパクト）
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1.はじめに／移転基本計画策定の意義と位置づけ

新庁舎移転基本計画策定の意義

新庁舎への移転は、単なる物理的な引越しだけではなく、

「新庁舎整備基本計画で示された新庁舎の目標とする庁舎像」を実現するために

窓口サービス機能・業務・情報を安全にスムーズに移行するための準備作業となります。

その目的を確実に達成するために、以下のプロセスで新庁舎移転基本計画を策定します。

STEP-1

移転基本方針

新庁舎の目指す姿を

移転計画に反映するための

定性的な目的・ビジョン・理念

移転PM会社

※引越業者確定前に策定

STEP-2

移転基本計画

移転基本方針を

移転実施計画に反映するための

定量的な目標・施策・手段

移転PM会社

※引越業者確定前に策定

STEP-3

移転実施計画

移転基本計画を

実行レベルに落とし込んだ

定量的な目標・施策・手段

引越業者

基本方針から実施計画・実行まで一気通貫の計画が重要

移転計画のプロセス
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２.移転基本方針

Innovation
移転作業を従来機能改革の重要な準備期間と捉え、

開庁後の市民サービス向上や働き方の改革を実現

する。

②情報セキュリティと安全管理

Security＆Safety

事故や物品の紛失、破損を防ぐ管理体制を構築する。

個人情報や機密情報を含む文書・電子媒体の移転は、

厳重なセキュリティ対策のもとで行う。

③新たな執務環境の構築
Comfortable

既存什器の転用と新規什器の調達をバランス良く

行い、快適で機能的な新しい執務環境を整備する。

①市民サービスの維持・継続

Usability

移転作業に伴う窓口業務等の市民サービスへの影

響を最小限に抑えるため、業務要件や職員負荷を

考慮して移転を実施する。

④移転の最小化と経費削減
Compact

移転前に徹底した不用品の廃棄と文書の削減を行

い、移転ボリュームを最小化する事で移転経費を削

減する。

庁舎機能移転の基本方針

新庁舎の目指す姿を実現するためには、

ハード面“什器・文書・物品“とソフト面”情報・窓口機能・市民サービス”の

スムーズ・安心・安全な移転が必須となるため、以下に移転の基本方針を策定します。
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２．移転基本方針

移転作業に伴う窓口業務等の市民サービスへ

の影響を最小限に抑えるため、業務要件や職

員負荷を考慮して移転を実施する。

事故や物品の紛失、破損を防ぐ管理体制を構

築する。個人情報や機密情報を含む文書・電子

媒体の移転は、厳重なセキュリティ対策のもと

で行う。

既存什器の転用と新規什器の調達をバランス

良く行い、快適で機能的な新しい執務環境を整

備する。

方針

①市民サービスの維持・継続

Usability

②情報セキュリティと安全管理

Security＆Safety

③新たな執務環境の構築

Comfortable

④移転の最小化と経費削減

Compact

移転前に徹底した不用品の廃棄と文書の削減

を行い、移転ボリュームを最小化する事で移転

経費を削減する。

基本計画検討に必要な事項

➢ 業務要件を最大限に考慮した移転スケジュール策定

➢ 利用頻度が低い物品・文書については先行移転実施

➢ 内覧会・開庁シミュレーションをスムーズに実施するための移転計画立案

➢ ネットワーク環境を先行移転することで開庁後即システム利用が可能

➢ 機密文書・重要文書の定義づけと搬送方法の詳細検討

➢ 移転期間中の事故・文書紛失防止のための入退館制限・管理

➢ システム移設業者と引越業者が密に連携し情報漏洩や機器破損の防止

➢ 新たな機能が必要なエリアは新規家具調達

➢ 新しい働き方への移行のため、全庁的な文書・物品の削減

➢ 家具納品業者と引越業者が連携し、新庁舎での執務環境を構築

➢ 状態が良好で、新庁舎のデザインに適合するものは、継続して使用

➢ 収納割当計画を超えないことを前提とした削減後文書・物品の搬送

➢ 転用しない什器は他施設への譲渡等を優先し、廃棄の際も金属類等の有

価物売却を検討

Innovation
移転作業を従来機能改革の重要な準備期間と捉え、開庁後の市民サービス向上や働き方の改革を実現する。
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3.移転基本計画／（１）移転業務推進体制

（１） 移転業務推進体制

新庁舎へ移転する課においては、移転責任者及び移転担当者を置きます。移転責任者には移転対象課の課長を充て、移転担当者は各課にて専

任します。移転プロジェクト事務局は、新庁舎整備室に置くこととします。

①移転責任者：課の移転にかかる業務の統括

②移転担当者：移転責任者の補佐及び移転業務全般の実務処理

移転本部

作業依頼・管理

情報共有

庁内検討委員会

各課室の長

➢ 決定内容の確認・承認

移転プロジェクト事務局

総務部 新庁舎整備室

➢ 移転に関する計画・各種取りまとめ

移転本部駐在責任者

引越業者

➢ 移転実施計画、工程管理、引越作業

➢ 市各部署からの問い合わせ対応

➢ 移転資材の管理、配布及び回収、関連

業者との調整等

各課移転に関する責任者

各課室の長

➢ 課の移転にかかる業務の統括

各課移転に関する担当者

各課 選任

➢ 移転責任者の補佐及び移転業務全般の

実務処理

報告・指示

報告・確認 確認

依頼・調整・確認

個別相談対応
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３．移転基本計画／（２）移転スケジュール

（２）移転スケジュール

移転作業は、基本方針に基づき事前移転と本移転を区分して定義付けします。

現庁舎の最終開庁日は4月30日（金）とし、新庁舎開庁日は5月6日（木）とします。

①事前移転（令和９年4月1日～4月30日）

・各課にて、利用頻度の低い文書・物品を分別の上、事前に新庁舎へ搬送できるものを搬送します。

・事前に搬送した文書・物品については、新庁舎にて開梱し、対象の収納に格納します。

・事前に搬送した文書・物品で緊急で必要なものの確認のため、新庁舎へ立入ることができます。

②本移転（令和９年5月1日～3日）

・移転に関する全ての什器・文書・物品を移設します。

※本移転期間中は、作業を円滑に行うため、現庁舎及び新庁舎への入退館、館内の移動等を制限する場合があります。

※上記制限内容等は移転実施計画作成時に検討します。

③開庁準備（令和９年5月4日、5日）

・主に職員が、本移転にて搬送した文書・物品を開梱・格納し、開庁に向けた準備を行う期間とします。

・原則、開庁準備期間を主としますが、移転作業の予備日として取り扱います。

④事後移転 （検討中）（令和９年5月6日以降）

・事後移転（新庁舎開庁後の移転作業）については、原則想定しません。

ただし、各課の業務上の都合等を考慮し、やむを得ない場合は、移転実施計画作成時に検討・調整を行う。
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３．移転基本計画／（２）移転スケジュール

年度 令和9年（2027年）

月 4月 5月

日 1 2 3 4 ～ 10 11 ～ 17 １８ ～ 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

曜日 木 金 土 日 ～ 土 日 ～ 土 日 ～ 土 日 月 火 水 祝 金 土 日 祝 祝 祝 木 金 土 日 月

現庁舎運用
窓口業務

職員

選挙（予定）

新庁舎運用
窓口業務

移転業務

廃棄業務
※現庁舎解体
に向けて

開庁

通常勤務 ※原則、土日祝休み 通常勤務

事前
移転①

廃棄集約開始

※残置物対応など

開庁 開庁 開庁

準備

事前
移転②

事前
移転③

事前
移転④

本移転

期日前投票

開庁シミュレーション ※平日のみ

期日前投票

開庁 開庁

準備

開庁

事前
移転⑤

開庁

選挙 選挙

予備日 予備日

受付 受付

日直・宿直
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３．移転基本計画／（２）移転スケジュール

区分 日程 日数 移転対象 特記事項

事前移転① 4月3日（土）4日（日） 2日間 各課文書・物品

事前移転② 4月10日（土）11日（日） 2日間 各課文書・物品 県議会議員選挙

（4月11日予定）

事前移転③ 4月17日（土）18日（日） 2日間 各課文書・物品

長期保存文書（書庫棟）

事前移転④ 4月24日（土）25日（日） 2日間 各課文書・物品

長期保存文書（書庫棟）

市議会議員選挙

（4月25日予定）

事前移転⑤ 4月29日（木・祝） 1日間 転用什器（一部）

各課文書・物品

長期保存文書（書庫棟）

4月30日

現庁舎最終開庁日

本移転 5月1日（土）～3日（月・祝） 3日間 転用什器

各課文書・物品

長期保存文書（書庫棟）

機器類

業務準備 5月4日（火・祝）、5日（水・祝） 2日間 各課文書・物品

長期保存文書（書庫棟）

機器類

本移転予備日

開庁日 5月6日（木） 無し

予備日 5月8日（土）、9日（日） 2日間 残置物対応など
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３．移転基本計画／（３）移転対象部門とフロア構成

（３） 移転対象部門とフロア構成

新庁舎への移転対象部門は、現庁舎及び外部施設に入居する33課とします。入居フロアについては下記一覧の通りです。

現庁舎 部門名
特記事項 新庁舎

部門名
特記事項

建物 フロア 部 課・室 部 課・室

5F 議会事務局 議事課 議場・議員関連諸室

4F

環境経済部 商工振興課 消費生活センター

環境経済部 農業振興課

都市整備部 都市計画課

都市整備部 土木課 参与席

都市整備部 緑と花の推進課

都市整備部 下水道課 都市整備部長席

都市整備部 水道課

農業委員会事務局

監査委員事務局

本庁舎

本館

3F

議会事務局 議事課 議場・議員関連諸室

3F

総務部 総務課 総務部長席

新館

総務部 施設マネジメント課 総務部 財政課

総務部 新庁舎整備室 総務部 防災危機管理課

企画部 企画政策課 企画部 企画政策課 企画部長席

企画部 デジタル推進課 企画部 デジタル推進課

監査委員事務局 企画部 秘書広報課 市長室・副市長室

企画部 職員課

本庁舎

本館

2F

企画部 秘書広報課 市長室・副市長室

2F

総務部 施設マネジメント課 健康文化部長席

企画部 職員課 総務部 新庁舎整備室

企画部 市民協働課 企画部 市民協働課

環境経済部 環境政策課 福祉子ども部 子ども若者支援課

環境経済部 商工振興課 消費生活センター 福祉子ども部 幼児保育課

環境経済部 農業振興課 健康文化部 生涯学習スポーツ課 環境経済部長席

農業委員会事務局 環境経済部 環境政策課

新館

総務部 総務課 環境経済部 ごみ対策課

総務部 財政課 教育部 学校教育課 教育長室、教育部長席

総務部 防災危機管理課

都市整備部 都市計画課

都市整備部 土木課

都市整備部 緑と花の推進課

都市整備部 水道課

教育部 学校教育課

本庁舎

本館

1F

総務部 税務課

1F

総務部 税務課

総務部 収納課 総務部 収納課

企画部 市民窓口課 企画部 市民窓口課

会計管理者 出納室 福祉子ども部 福祉課 福祉子ども部長席

新館

福祉子ども部 福祉課 福祉子ども部 長寿課

福祉子ども部 長寿課 健康文化部 保険医療課

福祉子ども部 子ども若者支援課 会計管理者 出納室

福祉子ども部 幼児保育課

健康文化部 保険医療課

庁外施設

市民活動センター 2F 企画部 市民協働課

市民活動センター 2F 健康文化部 生涯学習スポーツ課

市民体育館 1F 健康文化部 生涯学習スポーツ課

リサイクルプラザ 1F 環境経済部 ごみ対策課

南部浄化センター 2F 都市整備部 下水道課

東部福祉会館 1F 福祉子ども部 長寿課 対象外

老人福祉センター 1F 福祉子ども部 長寿課 対象外

保健センター 健康文化部 健康推進課 対象外 対象外 健康文化部 健康推進課

企画部
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３．移転基本計画／（４）移転対象物、引越作業区分

（４）移転対象物、引越作業区分

移転対象物及び移転対象物ごとの職員、引越業者、その他業務委託会社の役割を下表のとおり区分します。

原則、梱包、ラベル貼り、開梱は職員の作業とし、運搬は引越業者の作業とします。

区分 № 作業項目 特記事項
解体・組立・調整
（離線・結線含む）

梱包
（箱詰め・養生等）

ラベル貼り 運搬（移動）
開梱

（戻し作業）
引取（廃棄）作業 備考

Ａ

物
流
作
業
関
連
項
目

1
転用什器・備品

①
施工（解体・組立）が不要
※机・椅子など 引越業者 対象外 引越業者 引越業者 対象外 廃棄処分会社

2 ②
施工（解体・組立・転倒防止）が必要
※収納家具など 引越業者 対象外 引越業者 引越業者 対象外 廃棄処分会社

引越業者の作業は、施工（解体・組立、転倒防止固定な
どの作業）を含む

3
文書

① 本庁舎、外部施設などの執務室・倉庫 対象外 職員 職員 引越業者 職員 書類廃棄業者

4 ② 長期保存文書（書庫棟保管分） 対象外 職員 職員 引越業者 職員 書類廃棄業者

5 物品 本庁舎、外部施設などの執務室・倉庫 対象外 職員 職員 引越業者 職員 書類廃棄業者

6 個人荷物 貴重品・私物除く 対象外 職員 職員 引越業者 職員 書類廃棄業者

7 貴重品
金庫保管対象物
現金、有価証券、私物等 対象外 職員 職員 職員 職員 職員

8 自動販売機等 所管課契約会社 所管課契約会社 所管課契約会社 所管課契約会社 所管課契約会社 所管課契約会社

9 絵画・骨董品 引越会社の保険適用外となる美術品は対象外 引越業者 引越業者 職員 引越業者 引越業者 職員
引越業者の保険適用金額（想定）
荷物5,000万円、建物500万円

10 その他

Ｂ

シ
ス
テ
ム
・設
備
関
連
項
目

1 パソコン 個人・共用含む 職員
職員

職員 引越業者
引越業者

所管課契約会社
職員：袋詰め・ラベル貼り、袋からの取り出し
引越業者作業：袋詰めしたPC・付属品をOAカートンに
梱包、OAカートンからの取り出し引越業者 職員

2
機器

① 専用機器・プリンター等 職員 引越業者 職員 引越業者 引越業者 所管課契約会社

3 ②
保守契約対象、設置後の詳細調整が必要な
機器

所管課契約会社 所管課契約会社 所管課契約会社 所管課契約会社 所管課契約会社 所管課契約会社

4 複合機 新規設置対象機種 所管課契約会社 所管課契約会社 対象外 所管課契約会社 所管課契約会社 所管課契約会社
現庁舎からのリース契約機器の引取、新庁舎への新規
契約機器の設置作業として実施

5
サーバーラック／サーバー機

器類
所管課契約会社 所管課契約会社 所管課契約会社 所管課契約会社 所管課契約会社 所管課契約会社

別途工事関係者会議にてデジタル推進課との調整が必
要

6 電話設備（ＰＢＸ等） 対象外 対象外 対象外 対象外 対象外 対象外 新規対象のため移設無し

7
共用部電話機（内線電話等含

む）
対象外 対象外 対象外 対象外 対象外 対象外 新規対象のため移設無し

8 セキュリティ設備 対象外 対象外 対象外 対象外 対象外 対象外 新規対象のため移設無し

9 ＡＶ・音響設備 対象外 対象外 対象外 対象外 対象外 対象外 新規対象のため移設無し

10 その他 その他

特記事項

１）移転前日迄に行う書類・荷物等の外部保管・廃棄処分対応は原則として職員様にて対応となります。
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３．移転基本計画／（４）移転対象物、引越作業区分

本
移
転
開
始
ま
で
に
完
了

新
庁
舎
開
庁
ま
で
に
動
作
確
認

各パーツの取りまとめ

職員

作業項目

担当（実作業者）

作業内容

データのバックアップ

職員

必要なデータは、事前にバック

アップを必ず取る。

注）バックアップデータの管理

は市の基準通りとする。

封・ラベルの確認

引越業者

しっかりと封がされているか、

またラベルが間違い無く貼付

されているか確認実施。

封・ラベルの確認

引越業者

しっかりと封がされているか、

またラベルが剥がれていないか

最終確認。

ケーブルの結線・周辺機器の取付

職員

全てのケーブルを接続し、接

続前に必要機器が揃っている

か確認。

電源の切断

職員

シャットダウン（電源オフ）

梱包

引越業者

ОＡ専用のカートン等に梱包。

動作確認・各種設定

職員

電源ОＮにし、ログイン画面を

確認。

注）ＩＰアドレスやプリンター

設定の変更等。

ラベルの貼付

職員

各パーツ全てにラベルを貼付

（周辺機器含む）。

運搬

引越業者

ОＡ専用カートンの数量を総数

チェックシートに記載した上で搬

出・運搬・搬入。

注）総数確認は必要に応じ、

市責任者も同席

（搬出・搬入時共）

移転完了

職員

無事、動作確認が出来たことを

システム担当者へ報告し、通常

業務開始。

ケーブルの離線・周辺機器の取外し

職員

本体・キーボード・マウスなど

接続している全ての線を取外す。

開梱・設置

引越業者

移転先に搬送後、OAカートンよ

りPC本体及び付属品（ビニル袋

のまま）取り出し、市指定の場所

に設置

注）市指定の場所：PC集約場所

（会議室など）またはデスク机上

面

キーボード・アクセサリー・

ケーブル等を袋に入れ、テープ

等で封をしてラベルを貼付。

PCは職員が本体・付属品をPC用ビニール袋にまとめ、ラベル貼りを行い、引越業者が専用のOAカートンに入れて搬送します。物理

的な破損以外の補償は保険対象外になりますので、以下の内容に留意してください。

①  物理的な破損以外の搬送後のPC立ち上げ時のデータ破損は対象外となるため、必ずバックアップを取ること。

②  PCについての全庁的なルールを遵守すること。

③  その他、システム担当者（デジタル推進課）と引越業者協議の上決定した事項を遵守すること。
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３．移転基本計画／（５）移転実施計画策定に向けての条件整理

（５）移転実施計画策定に向けての諸条件

引越業者が策定する移転実施計画には、市民サービスや業務に係る各課の諸条件を反映する必要があるため、以下の項目について、事前移転時、

本移転時における条件整理を行いました。

1 移転期間中の新庁舎セキュリティ

移転期間中の新庁舎のセキュリティは、引越業者の入退館管理にて行うものとします。

入退館管理は、以下の者を対象とし、部外者が入館しないよう入退館受付にて管理を行います。

① 職員（各課移転責任者・担当者、プロジェクト事務局、休日出勤対象者）

② 別途工事業者作業員

③ 引越業者作業員

④ 什器納入業者作業員

※現庁舎のセキュリティについては、通常の閉庁日運用をベースに引越業者と調整の上、確保します。

2 移転期間中の発注者緊急対応

移転期間中の緊急対応として想定される主な事由は、以下のとおりです。   

① 訃報対応、通報対応（行方不明、虐待等）

② 災害対応（地震、豪雨、火災等）

③ 施設設備、公共用物の故障、事故等対応

④ 事前に事務局と調整を行ったもの、その他緊急を要するもの
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３．移転基本計画／（５）移転実施計画策定に向けての条件整理

3 移転期間中の休日出勤 （事前移転時、本移転時）

事前移転作業時、本移転作業時については、一般的に作業の安全管理・情報セキュリティ確保の観点から、職員の庁舎への立入りは禁止とする

ことが望ましいと考えられますが、移転作業が年度初めの繁忙期に行われることから、下記条件のもとに安全・セキュリティを確保した上で、各課の

休日出勤を認めることとします（２の緊急対応による出勤を含む）。

① 職員の勤務エリアは、原則執務エリアのみとする。

② 執務エリアへの通行ルートと移転作業の搬送ルートが交錯する箇所においては、搬送作業を優先する。

③ 職員の入退館については、部外者との判別を行うため、引越業者の入退館ルール（別途検討）に従い、セキュリティを担保する。

④ 可能な限り平日に業務を行い、不用不急の休日出勤を控える。

⑤ エレベーターは原則引越作業専用とし、引越業者の搬送業務を優先する。

⑥ 引越業者は、職員の業務の妨げにならないよう、必要な配慮をする。
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３．移転基本計画／（５）移転実施計画策定に向けての条件整理

4 移転期間中の外部施設

外部施設については、施設ごとに運用が異なるため、各施設の稼働日時・運用ルールに即して、移転計画・スケジュールを作成する。

① 市民活動センター

 センターは土日開館、祝日休館。事務室は、土日・祝日ともに施錠。

② リサイクルプラザ

 5月1日・2日は資源回収の混雑が予想されるため出勤予定。

 土日は午前中のみ資源回収場が開場。土日の移転は、午後に限定するが、解錠のために職員の立会いが必要。

③ 市民体育館

 土日・祝日開館（9時～21時）、月曜日休館。

 GW（4月29日～5月5日）は特に来館者が多い。

 市民との動線交錯を避けるため、4月26日（月）に大部分の文書・物品を搬送し、残りは5月5日（水）の夕方に搬送する。

 （残りの物量によっては職員が搬送を行う）

④ 南部浄化センター

 土日祝も施設は稼働しており、移転作業が可能。

 委託業者が常駐しているため、土日移転の施設解錠対応は可能。執務室外に段ボールを仮置きしておくため、執務室の解錠は不要。
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３．移転基本計画／（５）移転実施計画策定に向けての条件整理

5 移転期間中の選挙対応

令和９年4月に県議会議員選挙と市議会議員選挙が予定されており、現庁舎が期日前投票の会場及び選挙管理委員会本部として利用されるこ

ととなります。選挙期間が事前移転の日程と重なることから、移転作業時の安全管理面・情報セキュリティ面を考慮し、市民及び職員の動線と移転

作業の動線を分ける必要があります。

以下の要件に基づき事前移転期間中のエリア分けの設定を行いました（詳細は選挙管理委員会と調整の上決定）。

① 県議会議員選挙：4月11日（日）投開票日、4月3日（土）～10日（土）期日前投票期間

② 市議会議員選挙：4月25日（日）投開票日、4月19日（月）～24日（土）期日前投票期間

③ 期日前投票所及び選挙管理委員会本部は本館1階多目的会議室とし、市民は1階時間外通用口より入退館する。

④ 引越作業は新館で行うこととし、本館と新館をベルトパーティションなどで区分する。

⑤ 引越作業員が本館に立入りすることがないよう、事前移転対象の段ボールは新館の指定された場所に集約する（会議室や食堂を想定）。

⑥ エレベーターは原則引越作業の専用利用とする。

また、立候補者の受付（リハーサル含む）において、選挙管理委員会が下記日程で３階大会議室及び協議会室を使用する予定です。

※当日受付に来た候補者がエレベーターを使用することがあります。

・県議選：4月１日（木）、２日（金）の１０時３０分まで

・市議選：４月１６日（金）、１８日（日）の１０時３０分まで
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３．移転基本計画／（５）移転実施計画策定に向けての条件整理

職員休日出勤エリア

職員休日出勤エリア

職員休日出勤エリア

期日前投票所

県議会（4/3～10）

市議会（4/19～24） 搬出EV

仮）段ボール

仮置き場所

事前移転期間中のエリア区分（4/1～4/30）
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３．移転基本計画／（５）移転実施計画策定に向けての条件整理

職員休日出勤エリア

職員休日出勤エリア

職員休日出勤エリア

職員休日出勤エリア

搬出EV

事前移転期間中のエリア区分（4/1～4/30）
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３．移転基本計画／（５）移転実施計画策定に向けての条件整理

職員休日出勤エリア

職員休日出勤エリア

仮）段ボール

仮置き場所

搬出EV 仮）段ボール

仮置き場所

仮）段ボール

仮置き場所

職員休日出勤エリア

職員休日出勤エリア

事前移転期間中のエリア区分（4/1～4/30）
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3.移転基本計画／（６）開庁準備

（６）開庁準備

移転・開庁後スムーズに市民サービス提供を行うために、開庁に向けての準備期間として、以下の期間を設けます。

 シミュレーションの内容・項目については、「開庁準備チェックリスト」を事務局より提供します。各課特有の項目については、チェックリストを各課

でアレンジして、シミュレーション項目を設定してください。

 シミュレーションに関する時間割は、課ごとに行う、連携が必要な課が協力して行うなど対象課同士で事前に連携し決定します。

 シミュレーション・事前準備の実施については任意とし、シミュレーションが不要な課については実施しなくてもよいこととします。

   想定される主な確認項目は、以下のとおりです。

期間 主な実施内容

①開庁シミュレーション期間

（令和９年4月1日～30日）

※事前移転期間中の平日

新庁舎にて、開庁にむけた市民サービスや業務のシミュレーション・確認が出来る期間

・窓口サービスに関する市民動線・職員動線、席と窓口・収納の距離感を確認

・共用物品や複合機の利用

・他課との連携

・ネットワーク機器（NW）の疎通確認、システム負荷テスト

基幹系・情報系システムを同時にフル稼働させ、通信遅延などが発生しないか確認（ベンダーによる疑似負荷テスト、職員による

実証）

・避難安全誘導：地震、火災が発生した際、建物内にいる市民をどのように誘導するか（物品が避難経路を塞いでいないか）確認

・不審者、急病人、要配慮者（車椅子、ベビーカー、弱視、難聴等）等に迅速に対応できるツール、運用が整っているか確認

②業務準備期間

（令和９年5月4日、5日）

本移転実施後、開庁に向けての最終確認期間。

・搬送段ボールの開梱・収納への格納

・執務室廻りの業務準備・整理整頓

・専用端末の結線、疎通確認・動作確認

・開庁に向けて、シミュレーション期間にて実施した項目の最終確認
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3.移転基本計画／（７）書庫棟長期保存文書の搬送方法

（７）書庫棟長期保存文書の搬送方法

書庫棟保管の長期保存文書については、以下の方法にて搬送を行います。

① 引越しに利用する段ボール

書庫棟長期保存文書の搬送は、原則文書保存箱を利用して行い、引越用段ボールは段ボールの老朽化・破損の場合のみ利用します。

※ 老朽化している文書保存箱は、事前に新しい文書保存箱に詰め替えを行う。

② 引越に利用するラベル

搬送において、誤搬送や遅延を避けるため、長期保存文書ラベル（文書保存箱に貼付けされている保存年限・対象課・内容物を記載

したラベル）は利用せず、引越業者が準備する引越用ラベルを利用することとします。

③ 搬送後の段ボール設置方法

長期保存文書については、書庫・倉庫内に段ボールを積み上げることはせず、指定された収納ラックの棚へ配架します。

④ 令和９年に長期保存文書として総務課に管理移管する文書（７年度分）は、各課にて文書保存箱に梱包し、各課の荷物として搬送します。

総務課への文書引継ぎは新庁舎への移転後に実施することとします。

※ 将来保管予定の書庫倉庫に床置きし、移転後に行う文書引継ぎ時に配架を行います。
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3.移転基本計画／（８）文書・物品の廃棄計画 （９）什器転用計画

（８）文書・物品の廃棄計画

文書・物品削減のための不要物の廃棄については、以下の廃棄ルールに即して行います。

① 長期保存文書の廃棄及び執務室内の廃棄予定文書の廃棄は、対象文書を現庁舎に残置し、移転後に行うこととします。

② その他各課から出た個人情報関係の文書は、現庁舎書庫棟に仮置きスペースを作り、上記文書廃棄の際に一緒に廃棄します。

※ 個人情報等の含まれない文書等は、リサイクルするなど廃棄費用の低減に努めます。

（９）什器転用計画

現庁舎の什器・備品については、3R（Reduce、Reuse、Recycle）の観点に基づいて有効活用を検討します。  

新庁舎へ転用する什器については、適正可否や老朽度などを総合的に判定し転用を計画します。
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3.移転基本計画／（9）什器転用計画

転用に際し設定した区分

区分 定義 特記事項

①移設転用 現庁舎より新庁舎へ移設転用

②所管替え 出先機関や周辺施設へ移設 所管部門の変更有り

③譲渡 市民・民間企業等への譲渡

④売却 リユース・リサイクルを目的として売却

⑤廃棄 ①～④を検討した結果、リユース・リサイクルできない物品を最終的に廃棄 鉄資源等は売却

STEP－1 リデュース（発生抑制）

プロジェクト予算の低減（最適化）及び地球環境負荷低減の観点から

綿密な転用計画を策定し、無駄を省いたプロジェクトを実現。

STEP－2 リユース（再使用）

転用計画の結果、余剰となった様々な物品・機器等については庁内外

における有効活用の可能性を検証。

STEP－3 リサイクル（再生利用）

活用用途の無い物品・機器等については、資源の有効活用の観点から

可能な限りリサイクルの実施に向けた検討を実施。

① 現行機能・用途に準拠した転用計画の策定

② 他スペース・他部門への転用計画の検討

③ 一部改良・部材追加等により再利用の検討 他

① 出先機関や周辺施設への承継（売却含む）

② 売却の実施（オークション会社、リース会社等）

③ 市民・民間企業他への譲渡

① 鉄：再生等

② プラスチック：セメント原料化、サーマルリサイクル、再生等

③ 木屑：燃料チップ、サーマルリサイクル等

④ ガラス：再生等

3R（Reduce、Reuse、Recycle）の観点に基づいて、現庁舎の什器を有効活用します。

3Rのステップ 実施内容（代表例）
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3.移転基本計画／（9）什器転用計画

Rank

S

Rank

A

Rank

B-1

Rank

C

Rank

B-2

転用することに誰も異論が無い水準

✓ 新品又は新品相当の場合（令和6～8年度に購入目安）
✓ 機能・性能に不具合が無く、老朽度においても全く支障が

無い場合
✓ 事前の検討段階で転用することが確定している場合
※１対１で転用する特殊個室等

転用しても概ね支障が無い水準

✓ 寸法・形状等において新庁舎の用途に適合しており、且つ
老朽度も多少のクリーニングや手入れ等を実施することで
問題が無いと判断出来る場合

✓ 機能・仕様等において特殊性があり、既存品を転用するこ
とに合理的妥当性があると判断出来る場合

条件付きで転用可能な水準①（修理費用が無償）

✓ ある程度ガタツキや破損、汚れが見受けられるが、無償で
修理・クリーニングが可能で予算低減を最優先とするので
あれば転用も止むを得ないと判断出来る場合

✓ 現状と同等の用途には相応しくないが、「利用頻度が少な
い」又は「来庁者利用以外」のスペースであれば利活用があ
ると判断出来る場合

リサイクル（廃棄）することに誰も異論が無い水
準

✓ 明らかに壊れている場合
✓ ガタツキや破損度合いが酷く、安全性や機能性を著しく欠

いている場合
✓ 汚れや錆び付きが酷く、明らかに衛生面に問題がある場合
✓ 上記と同等程度の問題がある場合

条件付きで転用可能な水準②（修理費用が有償）

✓ ある程度ガタツキや破損、汚れが見受けられるが、有償で
修理・クリーニングが可能予算低減を最優先とするのであ
れば転用も止むを得ないと判断出来る場合

✓ 現状と同等の用途には相応しくないが、「利用頻度が少な
い」又は「来庁者利用以外」のスペースであれば利活用があ
ると判断出来る場合

◎

◎

▲

×

×

移転
転用

所管
替え

譲渡 売却 廃棄

◎

◎

▲

×

×

▲

▲

◎

×

▲

▲

▲

◎

×

▲

×

×

×

◎

▲

◎優先して実施、▲実施可能、×実施不可 色調

白調

白調

ライトグ
レー調

ダークグ
レー調

ベージュ
調

特記事項・参考写真

新庁舎へ転用を推奨または必須

新庁舎への転用または外部施設への所管替え
が可能

新庁舎への転用は難しいが希望が有れば譲渡・
売却が可能

汚れ・故障・錆・破れ・型が古いなど

廃棄か否か迷うが希望が有れば譲渡・売却が可
能

現庁舎の什器を適切にリユース（転用・譲渡・売却）するために、老朽度判定基準を明確にします。
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３．移転基本計画／（10）ネットワーク・サーバー移設計画

（10）ネットワーク・サーバー移設計画

1 ネットワーク移設計画

新庁舎のネットワークは、以下のスケジュールにて構築・移設を行い、新庁舎と現庁舎双方にネットワーク環境を構築して、開庁準備及び開庁に備

えます。

① 新庁舎ネットワーク構築（LAN配線工事） ：令和８年12月上旬～令和９年1月下旬

② 現庁舎とのネットワーク接続  ：令和９年1月下旬～2月上旬

③ ファイアウォール・スイッチ切替  ：令和９年2月中旬～3月上旬

④ 庁外ルータ切替（トライアル拠点→全拠点）：令和９年3月上旬～4月下旬

⑤ サーバー群等の先行移設 ：令和９年3月上旬～4月下旬

2 サーバー移設計画

サーバーについては、新庁舎ネットワーク構築のスケジュールに合わせて、以下の内容にて段階的にサーバー移設を行います。

① 3回に分けてサーバー移設

② サーバー移設会社は、令和8年度に入札にて決定
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３．移転基本計画／（11）引越作業準備計画

（１１）引越作業準備計画

1 引越準備作業スケジュール

引越準備は、以下のスケジュールで行うこととします。

① 令和９年2月：引越準備作業説明会

② 令和９年2月：引越関連資材の配布

③ 令和９年2月以降：事前移転の引越対象物の梱包・ラベル貼り

※作業の詳細については、引越準備作業説明会にて説明予定です。

２ 引越準備説明会・マニュアル

引越準備説明会は、引越業者が作成する作業マニュアルを元に行います。

実施方法は、職員の業務負荷や説明会の有効性を考慮して決定します。

3 引越関連資材の配布について

引越関連資材（段ボール、ラベルなど）については、各課収納割当数に基づき数量を算出して、配布します。
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３．移転基本計画／（11）引越作業準備計画

引越準備作業については、職員用の作業マニュアルを作成し、引越作業説明会にて以下の内容を説明します。

■引越作業説明会の主な内容

①  移転スケジュール、引越作業スケジュール

②  移転作業区分

③  配布資材、梱包の方法、ラベルの書き方

④  重要事項（パソコンの取り扱い、引越会社で運搬できないもの、など）

⑤  質疑応答

引越作業マニュアル
IMAGE

IMAGE IMAGE
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